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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  1,236,668  1,188,700  595,073  311,331 282,296 - 44,683  3,285 

1 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策大
学生等応援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  16,125  16,125  16,125 

①新型コロナウイルス感染症の影響により、通常の学生生活を
送ることが困難となっている大学生等にふるさと八女の特産品
等を詰め合わせた応援物資を届けることにより、日常生活の不
安や負担を軽減するとともに、ふるさと八女市への意識の醸成
を図る。
②③応援物資 2万円×750人＝15,000千円、配送料 1,500円×
750人＝1,125千円
④令和４年４月１日を基準日として、大学・大学院・短期大学・高
等専門学校・専門学校等に在学中で、市内在住の大学生等、市
外在住で保護者が市内在住の大学生等

－ － － － R4.4 R5.3

対象人口（年度末18歳）に対象年
度の福岡県の進学率を乗じ、申請
率を60％で積算
R3年度 484人×79.4％×0.6＝231
人
R2年度 571人×77.9％×0.6＝267
人
R1年度 542人×77.3％×0.6＝251
人
H30年度 536人×76.9％×0.6＝
247人

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ・ｄボタン

R4当初（地）

2 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症生活困
窮者自立支
援応
援金支給事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  14,400  14,400  14,400 

①④国の実施する新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立
支援金の支給終了後も新型コロナウイルス感染症の影響により
生活に困窮する世帯に対し、継続して八女市新型コロナウイル
ス感染症生活困窮者自立支援応援金を支給することにより、就
労による自立を促すとともに、それが困難な場合は円滑に生活
保護の受給につなげることを目的とする
②③新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援応援金　
＜国支給額と同額＞
　・2人世帯 　8万円× 60世帯×3ヶ月＝14,400千円

－ － ○ － R4.4 R4.7

国の実施する新型コロナウイルス
感染症生活困窮者自立支援金の
受給世帯（3ヶ月支給単位）の 大
世帯数＝20世帯×9月分を月単位
へ積算し60世帯を算出

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ
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3 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策生
活困窮者応
援金
支給事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  1,350  1,350  1,350 

①②新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮する世
帯に対しては、これまで緊急小口資金等の特例貸付などによる
支援を行ってきたが、新型コロナウイルス感染症による影響が
長期化する中で、既に総合支援資金の再貸付が終了するなど
により、特例貸付を利用できない世帯が存在する。こうした世帯
に対して、就労による自立を図るため、また、それが困難な場合
には円滑に生活保護の受給につなげるため、八女市独自支援
として「新型コロナウイルス感染症対策生活困窮者応援金」を支
給する。（1回限り）
③ １世帯あたり5万円×27世帯＝1,350千円
④国が実施する「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支
援金」を受給する世帯

－ － ○ － R4.4 R4.7

国の実施する新型コロナウイルス
感染症生活困窮者自立支援金受
給世帯の前年度 大数20世帯で
算出

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ
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4 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策生
活困窮世帯
大学
生等支援金
支給事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  3,000  3,000  3,000 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済的に困窮
し、就学の継続が困難になっている大学生等に対し、支援金を
支給することにより、就学の継続を図る。
②③支援金 10万円×30人＝3,000千円
④令和４年４月１日において、本人やその保護者等が令和２年
度以降３年度までに社会福祉協議会が実施する生活福祉資金
（緊急小口資金、総合支援資金、教育支援資金）を利用した、あ
るいは利用している世帯の大学生等

－ － ○ － R4.4 R5.3
R3.12時点で生活福祉資金を利用
した人数30人(世帯)を参考とし積
算

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
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5 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症検査事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  34,394  34,394  34,394 

①新型コロナウイルス感染症の流行状況を踏まえ、感染した場
合に影響が大きい、市内の介護施設、障がい者施設、保育・学
童施設、その他事業所、団体等の従業員
や入所者、及び小中学校の児童、生徒、教職員を対象に、幅広
くＰＣＲスクリーニング検査を実施することで、クラスターの発生を
未然に防止し、施設等における感染拡大防止を図る
②③新型コロナウイルス感染症検査業務委託料
・検査回数は１施設（団体）１人当たり概ね年間１２回まで
　検査料4,308円×6,684検体＝28,794 千円
・小中義務教育学校の児童生徒教職員分
　検査料4,308円×（小学校 1,000人＋中学校 300人）＝5,600千
円　　合計＝34,394千円
④八女市に住所を有する介護施設、障がい者施設、保育・学童
施設、その他事業所等に従業する職員、消防団員や各種団体
など　（概ね10人以上単位）及び市内小中義務教育学校の児
童・生徒・教職員

－ － － － R4.4 R5.3

＜小中義務教育学校以外＞
・月に557検査（R3年度6ヶ月分の
実績値を参考）×12月＝6,684検
体

＜小中義務教育学校＞
・小学校＝3,401人
（児童＝2,990人　教職員＝411人）
・中学校＝1,733人
（生徒＝1,426人　教職員＝307人）

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ・ｄボタン
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6 R3 単 －
コロナ禍に
おける健康
対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  4,458  4,458  4,458 

①新型コロナウイルスの感染拡大の影響等で、医療機関への
受診控えや運動不足となり、肥満や生活習慣病の重症化を招く
ケースが見られるため、生活改善対策として血圧計や万歩計を
貸出し、健康管理や運動不足解消を目指す。また健康教育の場
で調理実習を行えない状況下での栄養指導のツールとして食育
ＳＡＴシステムを用い、住民に分かりやすい栄養指導を行うことを
目的とする。
②③血圧計7,920円×10台×1.1＝87,120円、万歩計2,887円×
20個＝57,740円、食育SATシステム2,020千円×1.1＝2,222千
円、PlusTシステム導入セット 1,883千円×1.1＝2,071千円、コン
テナ台車 9,010円×2台×1.1＝19,822円
④特定保健指導やハイリスク指導の対象者、健康教室、健康
フェスタ、研修会の参加者

－ － － － R4.4 R5.3

＜血圧計・万歩計貸出事業＞
貸出期間1人＝2週間～1か月

＜栄養指導事業＞
健康教室月1回×12月
健康フェスタ・研修会

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ

R4当初（地）

7 R3 単 －

新しい生活
様式対応事
業導入助成
金交付事業
（事業者向
け）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  50,000  50,000  50,000  - 

①厚生労働省が提示する「新しい生活様式」または業種ごとの
「感染拡大予防ガイドライン」等に対応する事業者の取組に対し
て助成金を交付し、事業の継続と経営の安定を支援する。
②③ ・換気扇、エアコン、間仕切り壁の設置や改修等、マスク、
消毒液、非接触型検温器、空気清浄機の購入等、助成対象経
費の2/3（千円未満切捨て）
※上限10万円（1回限り）×500件＝50,000千円
④・八女市内に事業所を有する個人事業者・法人事業者である
こと（ただし、個人の農林漁業者を除く。　法人格を有する農業
法人やNPO、医療法人、福祉法人等も申請可能）。
・今後も八女市内で事業を継続する意思があること

－ － － － R4.4 R5.3 市内事業所 3,500件中500件
HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ・ｄボタン

R4当初（地）

8 R3 単 －
プレミアム付
き商品券発
行事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ －  48,585  48,585  48,585  - 

①新型コロナウイルス感染症対策に伴う経済対策として、商工
会議所及び商工会が発行するプレミアム商品券（紙と電子版）
のプレミアム率20％とし経済の活性化を図る
②③④
※プレミアム率　20％　　※発行総額 660,000千円　
（販売額 550,000千円・プレミアム総額 110,000千円）
・プレミアム総額 110,000千円の持ち分内訳
県が販売額10％負担 55,000千円
事業主が販売額+プレミアム総額の1％負担＝6,600千円
残をそれぞれ負担
　　　商工会議所負担 1,790千円
　　　商工会負担 1,025千円
　　　市負担 45,585千円→交付金対象額
・キャッシュレス事務費負担＝3,000千円→交付金対象

－ － － － R4.7 R5.1 販売率100％
HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ・ｄボタン

R4当初（地）

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 福岡県 0943-23-1346
通常分

既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）
                                                                   468,560 

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

                                                                                                                             386,139 

地方公共団体名 八女市 zaisei@city.yame.lg.jp
通常分

既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）
                                                                   243,373 

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

                                                                                                                                1,297 

都道府県・市町村コード（５桁） 40210 国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）                                                                          595,073 
重点交付金分

既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）
                                                                   207,595 

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

                                                                                                                              49,351 

担当部局課名 財政課　財政係  地方単独事業費                                                                          548,602 
通常分

既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）
                                                                           - 

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

                                                                                                                              81,124 

担当者氏名 永利　由美  国庫補助事業費                                                                            46,471 
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）
                                                                    49,351 

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

                                                                                                                             517,911 

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）                                                                          311,331 
通常分　今回配分予定額

（国のR4予算・交付限度額⑤）
                                                                           - 

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

                                                                                                                             243,373 

 地方単独事業費                                                                          311,331 
重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

                                                                           - 
重点交付金分　交付限度額⑥

（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）
                                                                                                                             207,595 

 国庫補助事業費                                                                                   - 
通常分　今回配分予定額

（国のR4予算・交付限度額⑦）
                                                                           - 

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

                                                                                                                                     - 

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）                                                                          282,296 
通常分　配分予定額計

（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）
                                                                   517,911 

 地方単独事業費                                                                          282,296 
通常分　配分予定額計

（国のR4予算・交付限度額⑤）
                                                                   243,373 

 国庫補助事業費                                                                                   - 
重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

                                                                   207,595 
 本省繰越希望額

（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額） 

国のR4予算分（交付限度額⑦）                                                                                   - 
通常分　配分予定額計

（国のR4予算・交付限度額⑦）
                                                                           - 

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額） 

 地方単独事業費                                                                                   - 配分予定額計                                                                    968,879 
 本省繰越希望額

（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額） 

 国庫補助事業費                                                                                   - 移替先  総務省  交付限度額計                                                                                                                              968,879 
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の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

9 R3 単 －
農産物等消
費促進事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  7,353  7,353  7,353  - 

①新型コロナウイルスの感染拡大により販売活動が制限される
中、八女地域で生産される花きを展示・贈呈することで、多くの
市民にふれあう機会を設け、また新型コロナウイルスの蔓延が
続き、外食産業の規模縮小等の影響による農産物の価格や消
費動向が変動する中、八女地域で生産される農産物等を学校
給食の食材として提供することで消費促進を図り、地産地消の
推進と農家支援を図る。
②③
１．市内の全小中義務教育学校・中等教育学校・高等学校の入
学式で八女産花きを使用したアレンジメントフラワーの展示、八
女産花きを使用した花束の贈呈
アレンジメントフラワー20,984円×28校×2台＝1,175,104円・花
束1,380円×2,127人＝2,935,260円
⒉ 7月～3月の給食に地元農産物（18品目）を、通年で八女茶を
提供　＝2,948,225円×1.1＝3,243,047千円
④1.市内の全小中義務教育学校・中等教育学校・高等学校、及
びその学校の令和４年度の新入生
2.市立の全小中義務教育学校の給食

－ － － － R4.4 R5.3

＜花提供＞
市内の全小中学校・義務教育学
校・中等教育学校・高等学校28
校、及び新入生2,127人

＜農産物提供＞
市立の全小中義務教育学校23校
へ5,000食

HP R4当初（地）

10 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策教
員業務支援
員配置事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ －  9,752  9,752  9,752  - 

①新型コロナウイルス感染拡大防止のために、消毒作業等の
教員の業務を補助する。
②③小中義務教育学校各学校に１名配置 
報酬 925円×2時間×181日×24校＝8,036,400円
旅費（通勤手当）395円×181日×24校＝1,715,880円
④市内の小中義務教育学校のうち市町村立学校学習指導員等
配置事業補助金の対象とならない学校

－ － － － R4.4 R5.3
小学校(12校)＋中学校(8校)＋義
務教育学校(2校)×2（前期・後期）
＝合計 24校

学校通信等の文書

市町村立学校学習指
導員等配置事業補助
金
（文部科学省）

R4当初（地）

11 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症自宅療
養者等支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  22,025  22,025  22,025  - 

①新型コロナウイルス感染症の陽性者で自宅療養を行う人及び
濃厚接触者に対して、支援用の食料品及び日用品等を届けるこ
とにより、自宅療養者等の不安や負担を軽減する。
②③支援物資（3食×7日×500円）×1,500人×1.1＝17,325千
円、梱包資材（ダンボール) 200円×1,500個×1.1＝300千円、配
送料 5千円×800回×1.1＝4,4000千円
④新型コロナウイルス感染症の陽性者で自宅療養を行う人及び
濃厚接触者

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症の陽性
者で自宅療養を行う人及び濃厚接
触者を月に100人想定、年間1,200
人、その半数の600回が配送料の
積算根拠

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ・ｄボタン

R4当初（地）

12 R4 単 ○

新型コロナ
ウイルス感
染症対策生
活困窮者生
活応援金支
給事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  124,060  124,060  124,060  - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、社会
経済の低迷及び物価高騰の影響を受ける困窮する世帯に対
し、電気代高騰による経済的負担の軽減を図る
②③受付事務労働者派遣業務委託料＝1,000千円
新型コロナウイルス感染症対策生活困窮者生活応援金　15,000
円×8,204世帯＝123,060千円
＜支援金　2人世帯1か月電気代 16,273円×6.7％上昇×12月
＝13,080円≒15,000円で積算＞
④令和4年6月1日基準日において住民税非課税世帯・令和4年
１月以降の家計急変世帯

－ － ○ － R4.6 R4.12
令和4年度住民税非課税の全世
帯見込数＝8,134世帯・家計急変
世帯＝70世帯

HP・広報誌・文書通知 R4補正（地）

13 R3 単 －
ひとり親家
庭応援金給
付事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  18,180  18,180  18,180  - 

①子育てと仕事をひとりで担う低所得のひとり親世帯に、特に大
きな困難が心身等に生じていることを踏まえ、令和２年度・3年度
にひとり親家庭応援金の支給を行った。今般、新型コロナウイル
ス感染症による影響が長期化する中で、低所得のひとり親家庭
に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、国の
実施する子育て世帯生活支援特別給付金給付対象世帯に対し
て、市独自支援として「ひとり親家庭応援金」を支給する。
②③ひとり親家庭応援金　1世帯 30千円×606世帯
④国が実施する子育て世帯生活支援特別給付金給付事業　
（ひとり親世帯分）対象世帯

－ － ○ － R4.6 R5.3
国が実施する子育て世帯生活支
援特別給付金給付事業　（ひとり
親世帯分）対象世帯　663世帯

HP・広報誌・防災ラジオ・ｄボタン
　・民生委員児童委員協議会会議 R4補正（地）

14 R3 単 －
子育て世帯
生活応援金
給付事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  10,530  10,530  10,530  - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低
所得のひとり親世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を
行う観点から、国の実施する子育て世帯生活支援特別給付金
給付事業　（その他世帯分）対象世帯に対し、市独自支援とし
て、「子育て世帯生活応援金」を支給する。
②③子育て世帯生活応援金　1世帯 30千円×351世帯
④国が実施する低所得のひとり親世帯以外の世帯（その他世
帯）向けの子育て世帯生活支援特別給付金を受給する世帯。た
だし、「ひとり親家庭応援金」をすでに受けた世帯は対象外

－ － ○ － R4.6 R5.3
国が実施する子育て世帯生活支
援特別給付金給付事業　（その他
世帯分）対象世帯　557世帯

HP・広報誌・防災ラジオ・ｄボタン
　・民生委員児童委員協議会会議 R4補正（地）

15 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策避
難所用資機
材整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  28,127  28,127  28,127  - 

①避難所における新型コロナウイス感染症対策として避難ス
ペース確保のため、屋外（ピロティ・駐車場等）でも使用可能な素
材の簡易ベットを整備する。
②③
※ベッド　10,900円×50.台×46箇所×1.1＝27,577千円
※運搬経費 500千円×1.1＝550千円　
④指定・臨時避難所　46箇所

－ － － － R4.7 R4.9
市内の全指定臨時避難所＝46箇
所

HP R4補正（地）

16 R3 単 －
生活困窮者
フードバンク
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  2,336  2,336  2,336  - 

①新型コロナウイルスの感染拡大に伴う社会経済の低迷を受
け、日々の生活に困窮している世帯に対して、食料品等の生活
必需物資の支援をするため、社会福祉協議会が運営するフード
バンク事業に物資の給付支援を行う。
②③
カップ麺【2,316円×200箱（15食入）×1.08＝500,256円】
インスタント麺【200円×100袋（4食入）×1.08＝21,600円】
インスタントみそ汁【650円×100袋（32食入）×1.08＝70,200円】
レトルトカレー【1,800円×100箱（10食入）×1.08＝194,400円】
レトルト御飯【1,050円×600箱（6食入）×1.08＝680,400円】
カロリーメイト【200円×200箱（4本入）×1.08＝43,200円】
紙パックお茶【1,920円×100箱（24本入）×1.08＝207,360円】
その他食料品【572,400円×1.08＝618,192円】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計＝2,336千円
④生活困窮者

－ － － － R4.6 R5.3 生活困窮者で希望する方 HP・広報誌・・関係機関との会議時 R4補正（地）

17 R3 単 －
生活困窮者
日用品等支
援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  2,200  2,200  2,200  - 

①新型コロナウイルスの感染拡大に伴う社会経済の低迷を受
け、日々の生活に困窮している世帯に対して、日用品等の生活
必需物資の支援をするため、生活困窮等の相談支援を行ってい
る社会福祉協議会を配布の窓口に物資の給付支援を行う。合
わせて女性支援として、生理用品を無償配布する。
②③・生理用品【1,250,000円×1.1＝1,375,000円】
・肌着（男女）【250,000円×1.1＝275,000円】
・紙おむつ（大人・子供）【250,000円×1.1＝275,000円】
・医薬品等【250,000円×1.1＝275,000円】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計2,200千円
④生活困窮者及び女性

－ － － － R4.6 R5.3 生活困窮者で希望する方 HP・広報誌・・関係機関との会議時 R4補正（地）

18 R3 単 －

新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
協力医療機
関支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  6,700  6,700  6,700  - 

①新型コロナウイルスワクチンの4回目（追加）接種を行う市内
医療機関に対し、接種に係る経費を支援するため、協力金を交
付する。
②③新型コロナウイルスワクチン追加住民接種協力金
・医療機関一律　100千円×37箇所＝3,700千円
・超低温冷凍庫を設置した住民接種実施医療機関へ加算　500
千円×2台×3箇所＝3,000千円
④自施設において、追加住民接種を行う医療機関及び高齢者
施設等において追加巡回接種を行う医療機関

－ － － － R4.7 R5.3

自施設において、追加住民接種を
行う医療機関及び高齢者施設等
において追加巡回接種を行う医療
機関　全37箇所

HP R4補正（地）

19 R4 単 ○

交通事業者
燃油高騰対
策支援金交
付事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  12,000  12,000  12,000  - 

①コロナ禍における人流抑制に加えて原油価格高騰に直面して
いる市内交通事業者に対して、保有する車両に応じて支援金を
交付し、事業の継続を下支えするとともに、市民移送サービスの
安定的な確保を図る。
②③乗車定員11人以上の車両 80千円×11台＝880千円、乗車
定員6人以上11人未満の車両 60千円×16台＝960千円、乗車
定員が6人未満の車両 30千円×72台＝2,160千円、1事業者の
申請上限額 1,000千円×8事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計＝12,000千円
④市内交通事業者＝27事業所

－ － － － R4.8 R5.2
市内の全交通事業者＝27事業所
への交付

文書通知、HP、広報、新聞広告 R4補正（地）

20 R3 単 －
妊産婦応援
金給付事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  19,400  19,400  19,400  - 

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、不安を抱えている
妊産婦が安心して出産と子育てができるよう支援するため、令
和2年度・3年度と同様の支援を行うもの
②③妊産婦あたり　50千円×388人＝19,890千円の応援金交付
・2回以上の妊娠又は多胎のため複数の母子健康手帳を交付さ
れた者であっても支給は１回限り
④
・令和4年4月1日から令和5年3月31日までの期間に母子健康手
帳を保有している妊婦（当該期間中に既に出産した者を含む。）
・応援金の申請日において本市の住民基本台帳に記録されてい
る者。ただし、当該申請日において既に出産した者にあっては、
出産時においても本市の住民基本台帳に記録されている者とす
る。

－ － ○ － R4.4 R5.3
母子手帳交付申請者全員
（平均出生者数で積算）

母子健康手帳交付者は、窓口で、
母子手帳申請済者は、個人に通
知（郵送）、転入者全員にチラシを
配付、窓口サービス係にポスタ―
掲示、HP、広報誌、防災ラジオ

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所
管

交付金の区
分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

21 R4 単 ○

物価高騰に
伴う学校給
食等に関す
る負担軽減
事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ －  21,552  21,552  21,552  - 

①新型コロナウイルス感染症の影響による物価高騰に伴う学校
給食食材費の増額分の負担を支援し、保護者負担を増やすこと
なく、学校給食の円滑な実施を図る。
②給食費月額負担額の10％を各学校の給食会会計へ補助金を
交付する.
③小学校、義務教育学校（前期）　2,990人×4,300円*10％×11
月＝14,142,700円・中学校及び義務教育学校（後期） 1,347人×
5,000円×10％×11月＝7,408,500円
④八女市立小中義務教育学校の全児童及び生徒

－ － － － R4.4 R5.3

八女市立小中義務教育学校の全
児童＝2,990人・生徒＝1,347人
（令和4年5月1日学校基本調査時
の人数を参考）

文書通知、HP R4補正（地）

22 R4 単 ○

貨物運送事
業者燃油高
騰対策支援
金交付事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  45,400  45,400  45,400  - 

①コロナ禍における人流抑制に加えて原油価格高騰に直面して
いる市内貨物運送事業者に対して、保有する車両に応じて支援
金を交付し、事業の継続を下支えするとともに、物流機能の安定
的な確保を図る。
②道路運送車両法の種別毎（一般・特定貨物自動車運送事業、
貨物軽自動車運送事業）に支援金を交付
③普通自動車 80千円×234台＝18,720千円、小型自動車 60千
円×12台＝720千円、軽自動車 30千円×132台＝3,960千円、1
事業者の申請上限額 1,000千円×22事業所＝22,000千円　　　　　
合計＝45,400千円
④市内貨物運送事業者＝130事業所

－ － － － R4.10 R5.2
市内の全貨物運送事業者＝130
事業所への交付

文書通知、広報、HP、新聞広告、
チラシ R4補正（地）

23 R4 単 ○
搬出間伐材
燃油価格高
騰対策事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  3,500  3,500  3,500  - 

①林業の中でコロナ禍における燃油価格高騰の影響を受けて
いる木材出荷に係る車両を有する林業事業者の燃料費負担を
支援し、経費負担の軽減と事業の継続性を図る。
②③間伐材出荷見込料＝7,000㎥・1㎥当たり経費＝2,000円で
燃料費上昇率123.4％＝500円で積算
・500円×7,000㎥＝3,500千円
④市内森林所有者で間伐を実施する者＝約50人

－ － － － R4.9 R5.3
市内の森林所有者で間伐実施者
＝約50人（R3年度実績数値を参
考）への交付

HP・福岡県八女森林組合窓口 R4補正（地）

24 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策農
業経営継続
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  27,312  27,312  27,312  - 

①新型コロナウイルス感染症の影響や、自然災害などによる農
業収入減少に備えるため、農業経営収入保険加入に要する経
費の負担軽減を図る。
②③農業経営収入保険料の1/2を補助
＜基準収入×補償限度額割合（80％）×実支払率（90％）×保
険料率（標準率1.23%　※適用区分あり）＞
④＜個人＞市内に住所を有し、令和5年1月に保険期間が開始
する収入保険へ加入又は継続申請をした農業者（青色申告者
のみ）
＜法人＞本店又は主たる事務所が市内にあり、令和4年10月か
ら令和5年3月までの期間で収入保険へ加入又は継続申請予定
の法人　R4.1..現在参考で357戸（個人350戸・法人7戸）

－ － － － R5.1 R5.3

市内の全農業経営収入保険の継
続及び新規加入者 357戸（個人
350戸　法人7戸）への補助
（R4.1.1現在の保険加入者を参考
に積算）

HP・農業共済会窓口 R4補正（地）

25 R4 単 ○

障がい者・
児施設等原
油価格高騰
対策支援事
業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  3,000  3,000  3,000  - 

①障がい者・児福祉施設で、福祉サービス利用者の送迎等に係
る車両を有する事業所において、新型コロナウイルス感染症の
影響による原油価格の高騰に伴う燃料費の負担増分を支援し、
安定的な福祉サービスの提供を図る。
②③＜支援金＞　障がい者・児福祉施設の所有する車両1台当
たり 10,000円×300台＝3,000千円
＜1ℓ当たり25円上昇（10㎞走行可能）×15㎞(平均走行距離）×
25日×12月＝10,000円で積算＞
④障がい者・児福祉施設　35法人　81事業所

－ － － － R4.9 R5.3
市内の対象障がい者・児福祉施
設　35法人＝35法人　82事業所

HP・事業所へ通知文書 R4補正（地）

26 R4 単 ○

高齢者福祉
施設等原油
価格高騰対
策支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ －  4,220  4,220  4,220  - 

①高齢者福祉施設で、介護サービスの送迎等に要する車両を
有する事業所において、新型コロナウイルス感染症の影響によ
る原油価格の高騰に伴う燃料費の負担増分を支援し、安定的な
サービスの提供を図る
②③＜支援金＞高齢者の送迎・訪問に要する車両1台当たり 
10,000円×422台＝4,220千円
＜1ℓ当たり25円上昇（10㎞走行可能）×15㎞(平均走行距離）×
25日×12月＝10,000円で積算＞
④高齢者福祉施設 58法人　170事業所

－ － － － R4.9 R5.3
市内の高齢者福祉施設＝58法人　
170事業所

HP・事業所へ通知文書 R4補正（地）

27 R3 単 －

路線バス交
通系ICカー
ドシステム
導入支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  18,736  18,736  18,736  - 

①地方路線バス会社（堀川バス）が運行する路線バスへのIC
カードシステム導入を関係自治体で支援することにより、非接触
型決済によるコロナ対策の推進を図る。
②路線バス交通系ICカードシステム導入支援事業補助金18,736
千円（八女市負担分）
③全体の事業額（消費税抜）121,987,880円
国補助1/3　事業者1/3　関係自治体補助1/3
（関係自治体　八女市、久留米市、筑後市、柳川市、みやま市、
広川町）
関係自治体補助金合計額＝40,662,626円
関係自治体補助金合計額を均等割と路線延長により案分
④路線バス事業者　1社

－ － － － R4.9 R5.3
関係自治体６市町による路線バス
へのICカードシステム導入

HP・広報誌・防災ラジオ R4補正（地）

28 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス抗
原検査キット
配布事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  54,120  54,120  54,120  - 

①新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、学校や保育
施設、介護施設等においては現在実施しているＰＣＲスクリーニ
ング検査が活用されているが、これを補完するものとして、施設
配付用に抗原検査キットを確保し、迅速に検査を行う必要が生
じた場合等に活用することで効果的に感染拡大の未然防止を図
る。
②【鼻腔ぬぐい型】抗原検査キット1,140円×20,000キット×1.1＝
25,080千円、【唾液採取型】抗原検査キット1,500円×17,600キッ
ト×1.1＝29,040千円
③④小・中・義務教育学校（26校）、高校・その他学校（5校）、保
育施設（25施設）、官公庁等（市、社協）、行政区長・民生委員・
防災従事者、介護施設等

－ － － － R4.7 R5.3

市内の小・中・義務教育学校（26
校）、高校・その他学校（5校）、保
育施設（25施設）、官公庁等（市、
社協）用＝40箱、行政区長・民生
委員・防災従事者用＝100箱、介
護施設等配付用＝400箱

全部で37,600検査分

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ・ｄボタン

R4補正（地）

29 R4 単 ○
肥料価格高
騰緊急対策
事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ －  59,094  59,094  59,094 

①新型コロナウイルスの感染症やウクライナ情勢の悪化に伴
い、肥料費等が高騰している状況を踏まえ、麦・園芸農家の経
営コストの上昇による農業経営への影響を軽減するため、肥料
の購入費を支援し、農業経営の安定と産地の競争力を維持す
る。事後的な確認方法：国からの情報提供に対する本人同意を
とり、提供された情報と申請受付時に申請者へ提出を求める国
の補助金交付決定通知書等とを照合する。
②③国の実施する肥料価格高騰対策事業への上乗せ補助
・補助負担割合（国＝70％、県＝15％、
　　　　　　　　　　市＝15％以内・・・59,094千円）　
　※秋肥料＝23,303千円・春肥料＝35,791千円
④国の肥料価格高騰対策事業費補助金の交付対象農業者

－ － － － R4.11 R5.4以降
市内農家数＝2,435戸
※2020農林業センサス参考

広報誌、HP
県の補助事業への上
乗せ補助で、その補助
金が繰越すため

R4補正（地）

30 R4 単 ○
飼料高騰緊
急対策事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ －  15,834  15,834  15,834 

①新型コロナウイルスの感染症やウクライナ情勢の悪化に伴
い、飼料原料の国際価格が大幅に上昇し、飼料価格が高騰して
いる状況を踏まえ、飼料コストの上昇分の一部を支援し畜産経
営の安定を図る。
②③県の実施する飼料高騰対策事業への上乗せ補助＝15,834
千円、内訳は参考資料のとおり
・２種類の飼料について、飼養頭数に応じて、畜産農家あたり上
限1,000千円を補助
1.配合飼料＝21件：第2四半期（7月～9月）の県の示す飼料単価
に各四半期毎に5％上昇を見込み、上昇額の1/2補助　
2.乾牧草＝13件：県基準単価を越えた額の1/2補助
④県の実施する飼料高騰対策事業費補助金の交付対象畜産
農家

－ － － － R4.12 R5.4以降

市内に住所を有するか法人登記
のある畜産農家（個人＝11・法人
＝10）
※R4.2.1飼養頭羽数調査を参考

広報誌、HP 積算内訳　№1
県の補助事業への上
乗せ補助で、その補助
金が繰越すため

R4補正（地）

31 R4 単 ○

物価高騰、
地域経済活
性化対策商
品券配布事
業
（重点交付
金分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

 60,000  60,000  60,000 

①新型コロナウイルスの感染症やウクライナ情勢の悪化に伴
い、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている
生活者の消費下支えと地域経済の活性化を図るため、商品券
を配布する。また、マイナンバー取得者に対して配布することに
より、合わせてマイナンバーカードの取得促進を図る。
②③商品兼取扱業務委託料＝129,832千円
＜委託料内訳＞【・商品券3種類 3千円×6万人×0.7（マイナン
バー取得率70％で積算）＝126,000千円、商品券印刷＝2,167千
円、ポスター等印刷＝1,413千円、事務手数料＝252千円】
・広報封筒印刷＝976千円・商品券郵送料＝430円×42,000セッ
ト×1.1＝19,866千円・商品券封入業務委託＝3,360千円×1.1＝
3,696千円
総計 154,370千円のうち60,000千円
④マイナンバーカードの新規・既交付者

－ － － － R4.12 R5.3
人口 6万人×70％（マイナンバー
目標取得率）＝4万2千人

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ

R4補正（地）

32 R3 単 －

物価高騰、
地域経済活
性化対策商
品券配布事
業（通常交
付金分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ －  94,370  94,370  94,370 

①新型コロナウイルスの感染症やウクライナ情勢の悪化に伴
い、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている
生活者の消費下支えと地域経済の活性化を図るため、商品券
を配布する。また、マイナンバー取得者に対して配布することに
より、合わせてマイナンバーカードの取得促進を図る。
②③商品兼取扱業務委託料＝129,832千円
＜委託料内訳＞【・商品券3種類 3千円×6万人×0.7（マイナン
バー取得率70％で積算）＝126,000千円、商品券印刷＝2,167千
円、ポスター等印刷＝1,413千円、事務手数料＝252千円】
・広報封筒印刷＝976千円・商品券郵送料＝430円×42,000セッ
ト×1.1＝19,866千円・商品券封入業務委託＝3,360千円×1.1＝
3,696千円
総計 154,370千円のうち94,370千円
④マイナンバーカードの新規・既交付者

－ － － － R4.12 R5.3
人口 6万人×70％（マイナンバー
目標取得率）＝4万2千人

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ

R4補正（地）



40210_福岡県八女市_r4_4.xlsxＡ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所
管

交付金の区
分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

33 R4 単 ○
省エネ家電
製品買換え
促進事業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

 141,573  141,573  141,573 

①市内事業者から省エネ家電に買換えをした市内居住者を対
象に補助金を交付し、新型コロナウイルスの感染症やウクライ
ナ情勢の悪化に伴うエネルギー、物価価格高騰による生活支援
対策と地域経済の活性化を図る。
②・対象家電：エアコン、冷蔵庫、冷凍庫、テレビ
・省エネ基準：多段階評価☆３つ以上(エアコン、テレビについて
は旧基準でも可）
・補助額：合計購入金額(税抜)の1/2以内（限度額＝5万円・八女
電気工事業協同組合及び八女電気商工組合加入業者について
は限度額＝7万円)・リサイクル券等の写し添付
③25,452世帯×23.4%×0.40≒2,400世帯
・1,400世帯×50千円＝70,000千円
・1,000世帯×70千円＝70,000千円
・受付事務労働者派遣業務委託料＝1,573千円
④市内居住者

－ － － － R4.12 R5.3

国アンケートで補助制度に関心が
ある割合23.4％を参考としその
35％の制度活用を見込む
※25,452世帯×23.4%×0.40≒
2,400世帯

HP・広報誌・LINE通知・情報チラ
シ・防災ラジオ

R4補正（地）

34 R4 単 ○
物価高騰対
策学校給食
支援事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

 39,273  39,273  39,273 

①新型コロナウイルスの感染症やウクライナ情勢の悪化に伴い
物価高騰に伴う子育て世代の経済的な負担軽減を図るために
市立学校に係る給食費を一部（２ケ月分）無償化する。
②給食費の保護者負担額相当分を各学校の給食会会計へ補
助金として交付する.。
③小学校、義務教育学校（前期）　2,998人×4,300円×2月＝
25,783千円・中学校及び義務教育学校（後期） 1,349人×5,000
円×2月＝13,490千円
④八女市立小中義務教育学校の全児童及び生徒

－ － － － R5.1 R5.2

八女市立小中義務教育学校の全
児童＝2,998人・生徒＝1,349人
（令和4年10月1日現在の在校児
童・生徒数を参考）

HP R4補正（地）

35 R4 単 ○

介護保険指
定地域密着
型施設光熱
費高騰対策
支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

 10,390  10,390  10,390 

①新型コロナウイルスの感染症やウクライナ情勢の悪化に伴い
により原油価格高騰の影響を受けている市内の指定地域密着
型施設が利用者にサービスを安定的に提供できるよう支援する
ため、指定地域密着型施設光熱費高騰対策支援金を交付す
る。
②③1.定期巡回・随時対応型訪問介護看護：2事業所×5万円
=10万円
2.地域密着型通所介護及：利用定員170人×6千円=102万円
3.認知症対応型通所介護：利用定員15人×6千円=9万円
4.認知症対応型共同生活介護施設：入居定員225人×3万円
=675万円
5.小規模多機能型居宅介護：宿泊サービスの利用定員75人×3
万円=225万円
6.看護小規模多機能型居宅介護：宿泊サービスの利用定員6人
×3万円=18万円
※県の実施する県指定介護施設への支援単価額と同じ
④市の指定する地域密着型施設　※26法人 39事業所

－ － － － R4.12 R5.3
市の指定する地域密着型施設　
※26法人 39事業所

HP R4補正（地）

36 R4 単 ○

公的病院光
熱水費等価
格高騰対策
支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

 8,369  8,369  8,369 

①新型コロナウイルスの感染症やウクライナ情勢の悪化に伴う
光熱費等価格高騰対策として県が医療施設等を支援するが、公
的病院は対象外となるため、市が支援を行う。
②③1床＝30千円×84.53％を支援
（単価は県の実施する医療機関への支援単価額と同じ、一部事
務組合のため、構成団体の八女市・広川町の令和3年度の負担
金確定割合率より算出）
・公立八女総合病院
※300床×30千円＝9,000千円×84.53%=7,607千円
・みどりの杜病院
※30床×30千円＝900千円×84.53％＝761円
④市内の公的病院

－ － － － R4.12 R5.1 市内の公的病院　2医療機関 HP R4補正（地）

37 R4 単 ○

物価高騰対
策プレミアム
付き商品券
発行事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

 19,406  19,406  19,406 

①新型コロナウイルス感染症対策に伴う物価高騰、経済対策と
して、商工会議所及び商工会が発行するプレミアム商品券（電
子版）のプレミアム率を20％にして住民へ販売し、購買意欲の向
上と経済負担の軽減及び市内経済の活性化を図る
②③④
※プレミアム率＝20％　　※発行総額＝240,000千円　
（販売額 200,000千円・プレミアム総額 40,000千円）
・プレミアム総額 40,000千円の持ち分内訳
県が販売額10％負担 20,000千円
事業主が販売額＋プレミアム総額の1％負担＝2,400千円
残をそれぞれ負担
　　　商工会議所負担 597千円
　　　商工会負担 597千円
　　　市負担 16,406千円→交付金対象額
・キャッシュレス事務費負担＝3,000千円→交付金対象
　（事務費内訳＝システム利用料・チラシ印刷・換金手数料）

－ － － － R4.12 R5.4以降 販売率100％ 市広報折込、市作成アプリ、HP
商品券の使用期限を
令和5年7月までとする
ため

R4補正（地）

38 R3 単 －
消防署にお
ける感染症
対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  3,961  3,961  3,961 

①新型コロナウイルス感染症の蔓延により消防署における感染
症対策用品を追加配備し、感染症予防を図る。
②③感染予防品別紙積算内訳№2のとおり
合計 5,145千円×77％＝3,961千円(一部事務組合のため、構成
団体の八女市＝77％・広川町の令和4年度の負担金割合率より
算出）　
④八女地区消防組合

－ － － － R4.10 R5.3 本署＝1　分署＝6 HP 積算内訳　№2 R4補正（地）

39 R3 単 －
市民会館設
備感染症対
策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  9,066  9,066  9,066 

①新型コロナウイルス感染防止のために、イベント施設の各部
屋の設備に抗菌、抗ウイルスコーティング施工を行う。
②③＜市民会館＞＝5,300千円（研修等＝405千円、ホール大＝
2,969千円、ホール小＝1,129千円、その他スペース＝797千円）
＜農業活性化センター＞＝3,766千円（ホール大＝2,969千円、
その他スペース＝797千円）
④八女市民会館・農業活性化センター

－ － － － R5.3 R5.3 施設内の全設備 HP、会館内電子掲示板 R4予備費（地）

40 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症任意
PCR検査費
等補助事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  26,000  26,000  26,000 

①新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を受けることのできる
体制を整えた医療機関で、希望により任意でＰＣＲ検査した場合
の検査費用の一部を市が補助することで、検査費用の負担軽減
と新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び重症化を防止す
る。
ＰＣＲ検査及び抗原定量検査の検査料助成
②65歳未満→検査費用の5/6を助成
　 65歳以上→検査費用の11/12を助成
   ・ＰＣＲ検査委託料（検査実施主体と契約）
   ・ＰＣＲ検査、抗原定量検査費用助成金
　　（検査実施主体以外は償還払い）
③＜65歳未満＞
　　・ＰＣＲ委託検査 25千円×400件＝10,000千円
　　・ＰＣＲ償還払い 21千円×100件＝2,100千円
   　・抗原定量検査   8千円×100件＝800千円
　　＜65歳以上＞
　　・ＰＣＲ委託検査 27.5千円×400件＝11,000千円
　　・ＰＣＲ償還払い 15千円×100件＝1,500千円
   　・抗原定量検査  6千円×100件＝600千円
④・本市が指定する医療機関（公立八女総合病院企業団）
　 ・受検者

－ － － － R4.4 R5.3
ＰＣＲ委託検査＝800件
ＰＣＲ償還払い＝200件
抗原定量検査＝200件

HP・広報誌・LINE通知・防災ラジオ R4当初（地）

41 R4 単 ○
保育所等給
食支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

 6,570  3,285  3,285  3,285 

①新型コロナウイルス感染症の影響による原油価格・物価高騰
等対策として、私立保育所等の給食に係る材料費高騰分を助成
することにより、これまで通りの栄養バランスや量を保った給食
の実施や保護者負担の軽減を図る。
②私立保育所の園児用副食費
③私立保育所等給食支援事業費補助金＝6,570千円
※年間対象児童数14,600人×県補助基準月額450円(副食費の
み）　※県の保育所等給食支援事業費補助金（1/2）を活用
④私立保育所　１７か所

－ － － － R4.4 R5.3
年間対象児童数 14,600人への補
助

ＨＰ R4補正（地）

42 R3 補 －

訪日外国人
旅行者周遊
促進事業費
補助金

国土交通省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対応

の強化
○ －  44,876  22,438  22,438  22,438 

①新型コロナウイルス感染症対策として、トレイ・空調・厨房を改
修し、宿泊・日帰りツアーに大内邸を組み入れたガイド付きバス
ツアー(英語対応可)を就航し、八女の地場商品のブランディング
に長けるUNAラボラトリーズと手を組み、大内邸を地元農家・生
産者・職人と連携した食や工芸の体験を行うスペースとして活用
する。また農家から市場に出すことができない廃棄農産物を貰
い受け、それを使った商品開発・販売を行うなど地域特有の既
存資源で地域が稼げる仕組み作りを構築し、新たな地元雇用の
確保図る。
②施設改修費用
③工事監理業務委託料＝5,496千円・工事費＝39,380千円
④白城の里旧大内邸（八女市立花町）

－ － － － R4.7 R5.3
2023年度目標
自主事業実施回数＝25回開催
事業収入＝2,500千円

ＨＰ R3補正（国）

43 R3 補 －

訪日外国人
旅行者受入
環境整備緊
急対策事業
費補助金

国土交通省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対応

の強化
○ －  46,278  24,033  24,033  22,245 

①数年来にわたるキャンプブームや新型コロナウイルス禍によ
る屋外アクティビティへの関心の高まりを受け、当該施設を撤去
したのちには、自然景観を生かしたデーキャンプ場、テントサウ
ナや屋外体験施設など日帰りの短期滞在施設等の整備を計画
し、八女の 奥部の新たな観光拠点とすることで近郊都市との
交流、観光入込客数の増加、地域住民の雇用確保を図る。
②施設の解体費用
③工事監理業務委託料＝2,145千円・工事費＝44,133千円
④杣の里渓流公園中央管理棟・倉庫（八女市矢部村）

－ － － － R4.8 R5.2

観光消費額の増加（矢部地区）
・2021年＝43百万円⇒70百万円
※2019年の実績値を目標 ＨＰ R3補正（国）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所
管

交付金の区
分

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

44 R3 単 －

感染症対策
物品購入・
設備対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ －  16,122  16,122  16,122 

①新型コロナウイルス感染症対策として、会議室、教室分散の
ための空調改修、設置、機器購入の他、トレイ設備改修、感染
対策用品を配備し、施設の感染症対策体制の強化を図る。
②③千円・＜空調改修工事費、設置、機器購入＝7,739千円＞
＜トイレ設備改修工事費＝935千円＞＜感染症対策物品 ペー
パータオル220円×10,000個＝2,200千円・除菌アルコール 18ℓ
＝17,496円×300箱＝5,248千円＞
④＜トイレ設備改修＞立花支所
＜空調改修＞義務教育学校給食室＝2校、小学校図書室＝1
校、小学校特別教室＝2校
＜感染症対策物品＞小中義務教育学校、本庁支所計6箇所

－ － － － R4.4 R5.3 対象施設　計＝11施設 ＨＰ、庁舎内掲示板 R4当初（地）

45 R4 単 ○
育児支援こ
どものごは
ん提供事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ －  22,671  22,671  22,671 

①３歳以上児の給食を０～２歳児同様に完全給食を実施するこ
とにより全児童同じ給食環境の確保、保護者の育児軽減と新型
コロナウイルス感染症の影響による物価高騰に伴う経済負担の
軽減を図る。
※保護者からの主食の負担金徴収はおこなわない。
②③私立保育所1,500円×746人×12月＝13,428千円・幼稚園
1,200円×65人×12月＝936千円・認定こども園1,100円×343人
×12月＝4,527千円・公立保育所1,500円×210人×12月×＝
3,780千円
④市内教育保育施設の3歳以上児の在籍する事業所
・私立保育所＝16施設・幼稚園＝1施設・認定こども園＝4施設
・公立保育所＝3施設

－ － － － R4.4 R5.3 　全対象園児　計＝1,364人 HP R4当初（地）

46     
47     
48     
49     
50     
51     
52     
53     
54     
55     
56     
57     
58     
59     
60     
61     
62     
63     
64     
65     
66     
67     
68     
69     
70     
71     
72     
73     
74     
75     
76     
77     
78     
79     
80     
81     
82     
83     
84     
85     
86     
87     
88     
89     
90     
91     
92     
93     
94     
95     
96     
97     
98     
99     
100     
101     
102     
103     
104     
105     
106     
107     
108     
109     
110     
111     
112     
113     
114     
115     
116     
117     
118     
119     
120     
121     
122     
123     
124     
125     
126     
127     
128     
129     
130     
131     
132     
133     
134     
135     
136     
137     
138     
139     
140     
141     
142     
143     
144     
145     
146     
147     
148     
149     
150     
151     
152     
153     
154     
155     
156     
157     
158     
159     
160     
161     
162     
163     
164     
165     
166     
167     
168     
169     
170     
171     


